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～顧客のライフスタイルを守るサービス業への進化

生命保険業界の常識を問い直す

多くの金融機関が急激な自己変革を求められる中、生命保険業界だけは着実
な成長を維持しているように見えるが、数値に示されるほど安泰とは言えな
いかもしれない。生命保険会社が考える以上に、一般消費者へのテクノロ
ジーの浸透は進んでおり、生命保険会社と顧客の間の情報格差は縮まる一方
である。

顧客本位の業務運営が求められる中、生命保険会社は顧客の課題を解決する
存在として、顧客から認識されているだろうか？不確実性が増している近
年、顧客の欲求やリスクが従来とは比較できないほどに多様化しているが、
生命保険会社はその顧客の課題を正しく把握できているだろうか？

生命保険のこれまでの常識をあらためて問い直し、保障を提供する金融業か
ら顧客のライフスタイルを守るサービス業へとビジネスモデルを再定義する
時が到来しているのかもしれない。
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近年、生命保険会社において多額のデジ
タル投資が行われているが、このデジタ
ルのインパクトを「手段の進化」と捉え
てしまうと時局を読み間違えるかもしれ
ない。従来、金融機関は顧客との間に横
たわる情報格差を埋める事で成長を遂げ
てきた側面がある。しかしデジタルの浸
透により、その情報格差は著しく縮まっ
ている。実態を伴なわない表面的な顧客
本位の姿勢は不誠実な態度として看破さ
れる時代が到来しているとも言える。

保険会社は顧客本位の業務運営（フィ
デューシャリー・デューティー）、の徹
底や、顧客体験（CX）の向上を重要な
経営アジェンダとして定義し、想定する
ペルソナにおけるカスタマージャーニー
分析を推進しているが、顧客の顕在/潜
在の課題を解決するために抜本的にビジ
ネスを見直す事は大変、難しいチャレン
ジに違いない。

生命保険会社への印象

アクセンチュアが2019年に実施した顧
客意識調査（日本全国、20-69歳、性
別、世代は人口構成比に準じる）からは
顧客の本音を垣間見ることができる。

· 保険加入意向は極めて高い（90%）
が、その一方で保障内容を理解してい
る人は1割に満たない。また加入時に
比較検討もしていない（67%）

· 自分に最適な保障額・保険料を知りた
いという要望は全世代において高く、
現状に不満を感じている（現在加入の
保険が最適と思っていない）（48%）

· 新契約の手続き負担は一定の理解があ
る一方で、保全や支払手続きが煩雑で
ある事には我慢できない（32%）

· 引受・支払における査定手続きが長す
ぎると感じる（46%）

· 保全手続はSNSなどのチャットで完結
できないことに不満を感じる（40%）

· 健康維持をサポートする付帯サービス
への関心は若年層ほど高く20代では
49%にのぼる

巷で言われる程に「保険」離れは数字上
は進んでいないと言える。しかし保険
「会社」に対する思入れは総じて弱く、
選好理由の最上位が「最初に接した営
業」であり、重視する事の第一位は「誠
実さ」と「客観的なアドバイス」であった。

生命保険会社の常識を再考する

真に顧客に選ばれるためには、保険会社
の損得を離れ、顧客のリスクを公正に診
断する立場として信頼を勝ち得る事が重
要である。

～劣後する保全改革～

保険会社の動向を見るに、「新契約」の
デジタル化により、申込時のストレスが
圧倒的に緩和されている一方で、保険金
支払や保全においては投資が相対的に少
なく顧客にストレスを強いている。これ
は前述のアンケート結果と真逆の結果で
ある。既契約者向けのインターネット
サービスにおいてもほぼすべての保険会
社がマイページを提供しているものの利
用率が10%を超えている例は皆無に近く
顧客が利用したい仕組みには程遠いのが
実態である。

～告知と謝絶～

告知と謝絶という保険会社の新契約にお
ける常識も疑ってみる時節かもしれな
い。健康状態を診断書により把握すると
いう顧客の心理障壁を回避するために発
明された技術が「告知」と言えるが、昨
今のテクノロジーにより、顧客に負担を

強いることなく引受に必要な健康状態を
把握する方法は多数生まれている。一人
ひとりの健康におけるリスクを査定する
ための障壁は過去に比べて遥かに低い。
また謝絶という常識もすでに陳腐化して
はいないか。量産品としての「保険商
品」の枠に閉じることなく、顧客一人ひ
とりのリスクを査定し、どうすれば引受
できるかを提案する姿勢こそが顧客本位
ではないだろうか。部位不担保の提案
や、たとえ高額な保険料であっても引受
ける選択肢を提案し、謝絶ゼロを目指す
ことは不可能だろうか。

～恣意性の高い保険営業～

最後にアンケートで最も声が大きかった
営業への不信感払拭の解決策を考えた
い。新契約における手数料がインセン
ティブになっている以上、過剰な保障を
営業する行為を適正化することは困難と
思える。同じ保険会社内でも営業職員に
よって提案するプランが異なるという事

がそもそも異常である。リスクの見極め
が属人化しているという事であり、手数
料ありきの営業が行われているという事
である。保険会社のマネジメントが顧客
ではなく営業職員や代理店の方を向いて
しまっている実態も窺える。営業チャネ
ルを維持する必要性も理解はできるもの
の、そのために顧客提供価値を損なうの
は本末転倒である。

未来の生命保険会社の姿

生命保険会社の既得利益から離れ、顧客
の課題を解決する事にフォーカスできる
保険会社があるとすると、それはどんな
特徴を有しているだろうか。

① リスク診断のサブスクリプション化

不確実性が高く、多様なライフスタイル
が選択される世の中にあって、伝統的か
つ画一的な家族イメージに基づいたライ
フプランデザインは時代遅れであり、
30年先のライププランシミュレーショ

ンは全く納得感がない。年に一度の保障
見直しではなく、リスク査定と必要保障
額の計算は日々の生活の中でリアルタイ
ムに実施される。リスク診断と保険営業
をアンバンドル化し、リスク診断を行う
チームはコンタクトセンター同様、固定
給化する事で恣意性を排除する。継続的
にリスクをモニターし続けるコンサル
ティングサービスこそが収益の柱であ
り、保険そのものは特約的な位置づけに
主従交替するかもしれない。

② 取扱リスクの拡充

一般消費者が抱える不安を少しでも軽減
する事が保険会社の使命であるなら、日
本人の最大の不安は老後資金形成にあ
る。健康への不安も徐々に低下してきて
いるが、どれだけ医療技術が進展しても
不安がゼロになる事はない。さらに、健
康でお金の不安が無ければ人は幸せを感
じるかと問われると「孤独」という深刻
な課題に向き合う必要がある。これら、

資金×健康×つながりという3大リスクに
対して、保険会社はトータルでリスク管
理する事ができれば、超高齢社会である
日本に大きな貢献ができるのではないか。

③ 個人のリスク診断を担うAI提供

日々の生活の中で刻々と変わるバイタル
データや消費行動に基づいて、自分だけ
に最適化したアドバイスを提供する仕組
みがAIによって実現できるかもしれな
い。リスクや不安にかかる情報はそのほ
とんどが機微情報であり、他者に開示す
る事に気恥ずかしさを感じるであろう事
は想像に難くない。一方でGAFAに代表
されるプラットフォーマーの利用する消
費者は多大なプライバシーを無自覚に提
供しており、その情報の粒度や具体性は
増すばかりである。睡眠時間や食事の
質、職場でのストレスやリラックスでき
る家族や友人との時間、薬の服用と運動
負荷などを元に、個人が抱える様々なリ

スクを診断し、リスク発現前の予防や回
避のアドバイスを国民1人1台のAIアシス
タントが担う時代が到来するのはそう遠
くない未来かもしれない。事実、中国や
アメリカでは、スマートファーストから
ボイスファースト（スマートフォンより
もスマートスピーカーを使用する）とい
うトレンドが顕著であり、個人で使用す
るAIはすでにライフライン化している様
相である。

ビジネスモデルのリデザイン

もはや保険会社は保障を売る金融業では
なく、顧客のライフスタイルを守るサー
ビス業に変わる時が来ているように思え
る。顧客の欲望が多様化する中、保険会
社として新しく獲得すべきケイパビリ
ティは決して単純ではない。同業他社や
異業種とのサービス連携を通じて、顧客
に迅速に価値を提供し続ける事業体への
変革が迫られていると考える。

こうした仕組みを実現することができれ
ば、オープンバンキングは世の中に広く
偏在する「不」を根本的に解消し、より
良い社会のために大きな役割を果たす可
能性がある。

システム構築上の論点

なお、BaaSの提供にあたっては、こう
したビジネスポテンシャルの実現を支え
るシステム基盤に関する検討も必要である。

システム面で特に考慮すべきポイント
は、エコシステムの拡大に伴って利用者
数やトランザクション量が指数関数的に
増加した際にシームレスに拡張できるス
ケーラビリティと、従来のメインフレー
ムに劣ることのない堅牢性を同時に確保
することである。

クラウド環境は、スケーラビリティの確
保については従前から優位性がある反
面、堅牢性に関してはオンプレミスの冗

長化環境に一歩及ばない面もあったが、
近年クラウドベンダーがサービスのセ
キュリティ向上や日本国内での複数リー
ジョンの整備といった対応を進めてきた
ことで、クラウドを金融の本丸の領域で
も十分に活用できる環境が整ってきて
いる。

このようにクラウド環境が大きく変化す
る中、弊社はビジネスの拡張性と堅牢性
を担保する基盤として「MAINRI」とい
うフルクラウドの次世代基幹系システム
の開発を進めている。MAINRIは、マイ
クロサービスを前提とした処理アーキテ
クチャを持ち、柔軟な商品管理やハイ
パーパーソナライズを実現するための仕
組みを具備し、BaaSとして提携先事業
者へ機能提供することを前提としている。

ふくおかフィナンシャルグループが開業
準備を進めているデジタルネイティブバ
ンク「みんなの銀行」*3は、MAINRIを基

幹系として採用し、銀行機能をBaaSと
して幅広く提供することを計画してい
る。弊社は、MAINRIの開発だけでなく、
ビジネス面の検討においてもご支援をし
ており、オープンバンキングについても
検討を進めている状況にある。もし、
オープンバンキングやみんなの銀行の取
り組みにご関心があれば、弊社のみなら
ず、みんなの銀行サイドも含めた意見交
換の場を設けることも可能である。ぜひ
お声がけをいただければ幸いである。

出典：
*1 Business Insider - How banking-as-a-
service (BaaS) works and industry outlook 
for 2020

*2 全銀協 - 銀行カードローンに関する消費者意
識調査

*3 ふくおかフィナンシャルグループ - 「みんな
の銀行設立準備株式会社」の設立について

押し寄せる規制強化の波

グローバルベースでデータ保護・プライ
バシー規制強化の動きが強くなってい
る。ポイントは、顧客個人に対して自身
のデータに対するアクセス権を強化して
いることにある。ビジネス上のデータ利
活用の発展につれ個人データの価値が大
きく増加したことに伴い、個人データの
適切な利用確保のため、「個人に対して
データの利用状況を知る権利や利活用の
判断できる権利を確保」する枠組みが必
要となったのである。

幅・深度・スピードが異なる規制

各地域・国当局のデータ保護・プライバ
シー規制は、内容や進捗にばらつきがみ
られる。日米欧等主要な地域での足元の
規制内容・状況は次の通り（図表1）。

欧州～制裁本格化とeプライシー規制の動き

GDPRは、データ保護・プライバシー規
制強化の先駆けであり、「忘れられる権

利（削除権）」「データポータビリティ
の権利」「プロファイリングを拒否する
権利」を規定している。足元では制裁が
本格化している。ブリティッシュエア
ウェイズ（約250億円）を含め、昨年以
降で約170件/約540億円の制裁が課され
た（2020年2月現在）。グーグルへの制
裁（約62億円）は情報漏洩ではなく不適
切な説明・同意取得プロセスが原因であ
り欧州当局の本気度がうかがえる。ま
た、クッキー情報の取り扱いを規定して
いるeプライバシー「指令」を「規則」
に格上げすることが検討されている。

米国～CCPAの施行

本年1月にCCPA(カルフォルニア消費者プ
ライバシー法)が施行された。一定要件に
該当する事業者に対して州民の情報の保
護を課している。州民に対して、「収集
データの運用方法の開示請求権」「具体
的な収集データを取得する権利」「収集
データ削除の要求の権利」「個人データ
の売却停止の権利」を認めている。

日本～個人情報保護法の改正

本年に個人情報保護法改正の法案審議の
予定である。主な内容は「個人データに
関 す る 個 人 の 権 利 」 、 「 事 業 者 の 責
務」、「データ利活用の施策」、「法の
域外適用、国際的制度の調和」等。特
に、個人データでは本人の関与する権利
が強化され、個人データの利用予定・消
去の請求、第三者移転の停止請求の緩和
や、電子データでの開示請求の拡大が図
られる方向である。また、クッキー情報
は法規制上の取り扱いの整理・明確化が
なされる見込みである。

その他の国々～GDPRへの追随等

インド、ブラジル、タイ等でGDPRをモ
デルにした規制を検討中。また、中国や
ロシア等の社会主義国ではデータローカ
ライゼーション（データサーバーの国内
設置）規制が課されている。

プライバシー規制対応のフレー
ムワーク

金融機関は、従来より、個人データの
「保護」の観点から、外部不正アクセス
等によるデータ流出を防止すべくシステ
ム対応を中心に取り組んでいる。プライ
バシー規制では、顧客が自身のデータへ
のアクセス権を保有するため、さらに管
理を発展させ全社包括的なフレームワー
クが必要となる。そのフレームワークの
基本的な要素は、①プライバシープログ
ラムガバナンス、②プライバシーデータ
の検知・分類、③顧客要求に沿ったプロ
セスデザイン、④テクノロジー、⑤ト
レーニングである（図表2）。

プライバシープログラムガバナンス

ガバナンス態勢のポイントは、a組織上
の管理体制、bルール、cモニタリング
となる。組織上の管理体制では、DPO

（データプロテクションオフィサー）や
CPO（チーフプライバシーオフィサー）

の責任者を設置し、リスク検知や組織横
断的な改善対応の権限を与える。ルール
では、全社レベルでの基本方針、手続・
手順まで一連の規定を明確に定める。モ
ニタリングでは、不適切な運用の有無を
定期的にモニタリングするとともに、発
生した問題に対する改善対応が計画通り
進捗しているかを確認する。既にGDPR

施行のための枠組みは整備済の金融機関
も多数あるが、あらためてプライバシー
規制の観点からのルールの見直し、その
ルール変更に基づくモニタリング内容の
変更が必要となる。

プライバシーデータの検知と分類

顧客のデータへのアクセス権に応えるた
めには、金融機関は個人データを適切に
分類、保存、検知できる状態にしなけれ
ばならない。現状、金融機関が預かる個
人データは、各種のデータベースに分散
され、必ずしも統合されていない。まず
は、法規制の対象となる個人データが、
どこに、どのような種類が、どのように

保存されているかを把握する必要があ
る。また、個人データには、文書等の非
定型データも多く含まれ、データ検知は
困難な状態にある。しかしながら、プラ
イバシー規制の対象がデータの種別は問
わない以上、非定型データも含めたデー
タに対する検知・分類のツールが必要と
なる。すべてのデータを検知・分類する
ことを可能とするデータプラットフォー
ムや検知ツールを一朝一夕に導入するこ
とは困難であり、リスクベースで優先順
位を付けた取組みとなるかもしれない
が、あくまでも対象はすべて個人データ
である。

顧客要求に沿ったプロセスデザイン

プライバシー規制では、個人に対して、
a個人データの利用方法の開示、b個人
データ利用可否の判断、c個人データの
削除の権利等を認めている。したがっ
て、個人データが関連する業務プロセス
は、データを取得する局面、取得する
データ等を明確にし、これらの個人の権

利が実現できるように設計されなければ
ならない。また、業務プロセスにはサー
ドパーティーが関与していることが多
い。サードパーティーのリスク管理・統
制、その成熟度は、金融機関の基準に合
致していないことがある。業務プロセス
の統制強化では各サードパーティーを含
めた取組みが必要となる。

テクノロジー

法規制対応の重要課題は、データ削除が
できない、個人データの匿名化ができな
い、その他当局要請をクリアできないシ
ステム等を特定し改善することである。
このようなシステムへの対応は、場合に
よっては短期間で多大のマニュアル作業
を要する可能性がある。効率的・短期間
の改善対応にはテクノロジーを駆使する
必要がある。

トレーニング

プライバシー規制の枠組み（体制）を構

築しても、従業員の意識向上が図れなけ
れば、形骸化し真の目的は達成できな
い。結果、テクノロジーに多大な投資を
しても、不正・不適切な運用により多額
の罰金に結び付きかねない。研修により
従業員の徹底的な意識向上を図る必要が
ある。研修は2つのレベルがある。1つは
意識向上を目的とした全社レベル、もう1

つは顧客接点のある一線のスタッフに対
して担当業務・役割に合わせた、より具
体的な運用に関する研修である。

規制対応へのアプローチタイプ

データ保護、プライバシー規制強化の潮
流は変わらず規制の範囲を拡大し、同時
に、各地域・国の当局が異なる内容の規
制を制定するだろう。このような状況の
もと、金融機関がプライバシー規制に対
応するアプローチは、「戦術的：現在の
法規制だけに対応」から「戦略的：今後
の規制強化や各地域・国の規制を視野に
入れた態勢と幅がある。米国金融機関の
例では主に3種類のアプローチがある。

①規制対象のデータ主体のみを統制、②
規制に合わせ既存データプライバシーモ
デルを強化し統制、③より広い「消費者
権利」に基づく態勢による統制である。
いずれも長所・短所がある。金融機関
は、自らのリスクプロファイルや既存の
個人データ統制手法を考慮し、検討する
必要がある（図表3）。

おわりに

プライバシー規制は黎明期から成長期に
移行しつつあり、当面、金融機関にとっ
ての負荷が高い取組みとなる（特にグ
ローバルベースでビジネスを行う金融機
関の負荷は高い）。一方、別の見方をす
れば、単なる法規制遵守やデータセキュ
リティの枠を超え、リスク管理部門、シ
ステム部門、事業部門が一体となり全社
的にプロアクティブなアプローチをとる
ことにより、金融機関は顧客との信頼関
係を強固にすることが可能となるだろう。
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生命保険に加入する際に何を重視しますか？

近年、生命保険会社において多額のデジ
タル投資が行われているが、このデジタ
ルのインパクトを「手段の進化」と捉え
てしまうと時局を読み間違えるかもしれ
ない。従来、金融機関は顧客との間に横
たわる情報格差を埋める事で成長を遂げ
てきた側面がある。しかしデジタルの浸
透により、その情報格差は著しく縮まっ
ている。実態を伴なわない表面的な顧客
本位の姿勢は不誠実な態度として看破さ
れる時代が到来しているとも言える。

保険会社は顧客本位の業務運営（フィ
デューシャリー・デューティー）、の徹
底や、顧客体験（CX）の向上を重要な
経営アジェンダとして定義し、想定する
ペルソナにおけるカスタマージャーニー
分析を推進しているが、顧客の顕在/潜
在の課題を解決するために抜本的にビジ
ネスを見直す事は大変、難しいチャレン
ジに違いない。

生命保険会社への印象

アクセンチュアが2019年に実施した顧
客意識調査（日本全国、20-69歳、性
別、世代は人口構成比に準じる）からは
顧客の本音を垣間見ることができる。

· 保険加入意向は極めて高い（90%）
が、その一方で保障内容を理解してい
る人は1割に満たない。また加入時に
比較検討もしていない（67%）

· 自分に最適な保障額・保険料を知りた
いという要望は全世代において高く、
現状に不満を感じている（現在加入の
保険が最適と思っていない）（48%）

· 新契約の手続き負担は一定の理解があ
る一方で、保全や支払手続きが煩雑で
ある事には我慢できない（32%）

· 引受・支払における査定手続きが長す
ぎると感じる（46%）

· 保全手続はSNSなどのチャットで完結
できないことに不満を感じる（40%）

· 健康維持をサポートする付帯サービス
への関心は若年層ほど高く20代では
49%にのぼる

巷で言われる程に「保険」離れは数字上
は進んでいないと言える。しかし保険
「会社」に対する思入れは総じて弱く、
選好理由の最上位が「最初に接した営
業」であり、重視する事の第一位は「誠
実さ」と「客観的なアドバイス」であった。

生命保険会社の常識を再考する

真に顧客に選ばれるためには、保険会社
の損得を離れ、顧客のリスクを公正に診
断する立場として信頼を勝ち得る事が重
要である。

～劣後する保全改革～

保険会社の動向を見るに、「新契約」の
デジタル化により、申込時のストレスが
圧倒的に緩和されている一方で、保険金
支払や保全においては投資が相対的に少
なく顧客にストレスを強いている。これ
は前述のアンケート結果と真逆の結果で
ある。既契約者向けのインターネット
サービスにおいてもほぼすべての保険会
社がマイページを提供しているものの利
用率が10%を超えている例は皆無に近く
顧客が利用したい仕組みには程遠いのが
実態である。

～告知と謝絶～

告知と謝絶という保険会社の新契約にお
ける常識も疑ってみる時節かもしれな
い。健康状態を診断書により把握すると
いう顧客の心理障壁を回避するために発
明された技術が「告知」と言えるが、昨
今のテクノロジーにより、顧客に負担を

強いることなく引受に必要な健康状態を
把握する方法は多数生まれている。一人
ひとりの健康におけるリスクを査定する
ための障壁は過去に比べて遥かに低い。
また謝絶という常識もすでに陳腐化して
はいないか。量産品としての「保険商
品」の枠に閉じることなく、顧客一人ひ
とりのリスクを査定し、どうすれば引受
できるかを提案する姿勢こそが顧客本位
ではないだろうか。部位不担保の提案
や、たとえ高額な保険料であっても引受
ける選択肢を提案し、謝絶ゼロを目指す
ことは不可能だろうか。

～恣意性の高い保険営業～

最後にアンケートで最も声が大きかった
営業への不信感払拭の解決策を考えた
い。新契約における手数料がインセン
ティブになっている以上、過剰な保障を
営業する行為を適正化することは困難と
思える。同じ保険会社内でも営業職員に
よって提案するプランが異なるという事

がそもそも異常である。リスクの見極め
が属人化しているという事であり、手数
料ありきの営業が行われているという事
である。保険会社のマネジメントが顧客
ではなく営業職員や代理店の方を向いて
しまっている実態も窺える。営業チャネ
ルを維持する必要性も理解はできるもの
の、そのために顧客提供価値を損なうの
は本末転倒である。

未来の生命保険会社の姿

生命保険会社の既得利益から離れ、顧客
の課題を解決する事にフォーカスできる
保険会社があるとすると、それはどんな
特徴を有しているだろうか。

① リスク診断のサブスクリプション化

不確実性が高く、多様なライフスタイル
が選択される世の中にあって、伝統的か
つ画一的な家族イメージに基づいたライ
フプランデザインは時代遅れであり、
30年先のライププランシミュレーショ

ンは全く納得感がない。年に一度の保障
見直しではなく、リスク査定と必要保障
額の計算は日々の生活の中でリアルタイ
ムに実施される。リスク診断と保険営業
をアンバンドル化し、リスク診断を行う
チームはコンタクトセンター同様、固定
給化する事で恣意性を排除する。継続的
にリスクをモニターし続けるコンサル
ティングサービスこそが収益の柱であ
り、保険そのものは特約的な位置づけに
主従交替するかもしれない。

② 取扱リスクの拡充

一般消費者が抱える不安を少しでも軽減
する事が保険会社の使命であるなら、日
本人の最大の不安は老後資金形成にあ
る。健康への不安も徐々に低下してきて
いるが、どれだけ医療技術が進展しても
不安がゼロになる事はない。さらに、健
康でお金の不安が無ければ人は幸せを感
じるかと問われると「孤独」という深刻
な課題に向き合う必要がある。これら、

資金×健康×つながりという3大リスクに
対して、保険会社はトータルでリスク管
理する事ができれば、超高齢社会である
日本に大きな貢献ができるのではないか。

③ 個人のリスク診断を担うAI提供

日々の生活の中で刻々と変わるバイタル
データや消費行動に基づいて、自分だけ
に最適化したアドバイスを提供する仕組
みがAIによって実現できるかもしれな
い。リスクや不安にかかる情報はそのほ
とんどが機微情報であり、他者に開示す
る事に気恥ずかしさを感じるであろう事
は想像に難くない。一方でGAFAに代表
されるプラットフォーマーの利用する消
費者は多大なプライバシーを無自覚に提
供しており、その情報の粒度や具体性は
増すばかりである。睡眠時間や食事の
質、職場でのストレスやリラックスでき
る家族や友人との時間、薬の服用と運動
負荷などを元に、個人が抱える様々なリ

スクを診断し、リスク発現前の予防や回
避のアドバイスを国民1人1台のAIアシス
タントが担う時代が到来するのはそう遠
くない未来かもしれない。事実、中国や
アメリカでは、スマートファーストから
ボイスファースト（スマートフォンより
もスマートスピーカーを使用する）とい
うトレンドが顕著であり、個人で使用す
るAIはすでにライフライン化している様
相である。

ビジネスモデルのリデザイン

もはや保険会社は保障を売る金融業では
なく、顧客のライフスタイルを守るサー
ビス業に変わる時が来ているように思え
る。顧客の欲望が多様化する中、保険会
社として新しく獲得すべきケイパビリ
ティは決して単純ではない。同業他社や
異業種とのサービス連携を通じて、顧客
に迅速に価値を提供し続ける事業体への
変革が迫られていると考える。

押し寄せる規制強化の波

グローバルベースでデータ保護・プライ
バシー規制強化の動きが強くなってい
る。ポイントは、顧客個人に対して自身
のデータに対するアクセス権を強化して
いることにある。ビジネス上のデータ利
活用の発展につれ個人データの価値が大
きく増加したことに伴い、個人データの
適切な利用確保のため、「個人に対して
データの利用状況を知る権利や利活用の
判断できる権利を確保」する枠組みが必
要となったのである。

幅・深度・スピードが異なる規制

各地域・国当局のデータ保護・プライバ
シー規制は、内容や進捗にばらつきがみ
られる。日米欧等主要な地域での足元の
規制内容・状況は次の通り（図表1）。

欧州～制裁本格化とeプライシー規制の動き

GDPRは、データ保護・プライバシー規
制強化の先駆けであり、「忘れられる権

利（削除権）」「データポータビリティ
の権利」「プロファイリングを拒否する
権利」を規定している。足元では制裁が
本格化している。ブリティッシュエア
ウェイズ（約250億円）を含め、昨年以
降で約170件/約540億円の制裁が課され
た（2020年2月現在）。グーグルへの制
裁（約62億円）は情報漏洩ではなく不適
切な説明・同意取得プロセスが原因であ
り欧州当局の本気度がうかがえる。ま
た、クッキー情報の取り扱いを規定して
いるeプライバシー「指令」を「規則」
に格上げすることが検討されている。

米国～CCPAの施行

本年1月にCCPA(カルフォルニア消費者プ
ライバシー法)が施行された。一定要件に
該当する事業者に対して州民の情報の保
護を課している。州民に対して、「収集
データの運用方法の開示請求権」「具体
的な収集データを取得する権利」「収集
データ削除の要求の権利」「個人データ
の売却停止の権利」を認めている。

日本～個人情報保護法の改正

本年に個人情報保護法改正の法案審議の
予定である。主な内容は「個人データに
関 す る 個 人 の 権 利 」 、 「 事 業 者 の 責
務」、「データ利活用の施策」、「法の
域外適用、国際的制度の調和」等。特
に、個人データでは本人の関与する権利
が強化され、個人データの利用予定・消
去の請求、第三者移転の停止請求の緩和
や、電子データでの開示請求の拡大が図
られる方向である。また、クッキー情報
は法規制上の取り扱いの整理・明確化が
なされる見込みである。

その他の国々～GDPRへの追随等

インド、ブラジル、タイ等でGDPRをモ
デルにした規制を検討中。また、中国や
ロシア等の社会主義国ではデータローカ
ライゼーション（データサーバーの国内
設置）規制が課されている。

プライバシー規制対応のフレー
ムワーク

金融機関は、従来より、個人データの
「保護」の観点から、外部不正アクセス
等によるデータ流出を防止すべくシステ
ム対応を中心に取り組んでいる。プライ
バシー規制では、顧客が自身のデータへ
のアクセス権を保有するため、さらに管
理を発展させ全社包括的なフレームワー
クが必要となる。そのフレームワークの
基本的な要素は、①プライバシープログ
ラムガバナンス、②プライバシーデータ
の検知・分類、③顧客要求に沿ったプロ
セスデザイン、④テクノロジー、⑤ト
レーニングである（図表2）。

プライバシープログラムガバナンス

ガバナンス態勢のポイントは、a組織上
の管理体制、bルール、cモニタリング
となる。組織上の管理体制では、DPO

（データプロテクションオフィサー）や
CPO（チーフプライバシーオフィサー）

の責任者を設置し、リスク検知や組織横
断的な改善対応の権限を与える。ルール
では、全社レベルでの基本方針、手続・
手順まで一連の規定を明確に定める。モ
ニタリングでは、不適切な運用の有無を
定期的にモニタリングするとともに、発
生した問題に対する改善対応が計画通り
進捗しているかを確認する。既にGDPR

施行のための枠組みは整備済の金融機関
も多数あるが、あらためてプライバシー
規制の観点からのルールの見直し、その
ルール変更に基づくモニタリング内容の
変更が必要となる。

プライバシーデータの検知と分類

顧客のデータへのアクセス権に応えるた
めには、金融機関は個人データを適切に
分類、保存、検知できる状態にしなけれ
ばならない。現状、金融機関が預かる個
人データは、各種のデータベースに分散
され、必ずしも統合されていない。まず
は、法規制の対象となる個人データが、
どこに、どのような種類が、どのように

保存されているかを把握する必要があ
る。また、個人データには、文書等の非
定型データも多く含まれ、データ検知は
困難な状態にある。しかしながら、プラ
イバシー規制の対象がデータの種別は問
わない以上、非定型データも含めたデー
タに対する検知・分類のツールが必要と
なる。すべてのデータを検知・分類する
ことを可能とするデータプラットフォー
ムや検知ツールを一朝一夕に導入するこ
とは困難であり、リスクベースで優先順
位を付けた取組みとなるかもしれない
が、あくまでも対象はすべて個人データ
である。

顧客要求に沿ったプロセスデザイン

プライバシー規制では、個人に対して、
a個人データの利用方法の開示、b個人
データ利用可否の判断、c個人データの
削除の権利等を認めている。したがっ
て、個人データが関連する業務プロセス
は、データを取得する局面、取得する
データ等を明確にし、これらの個人の権

利が実現できるように設計されなければ
ならない。また、業務プロセスにはサー
ドパーティーが関与していることが多
い。サードパーティーのリスク管理・統
制、その成熟度は、金融機関の基準に合
致していないことがある。業務プロセス
の統制強化では各サードパーティーを含
めた取組みが必要となる。

テクノロジー

法規制対応の重要課題は、データ削除が
できない、個人データの匿名化ができな
い、その他当局要請をクリアできないシ
ステム等を特定し改善することである。
このようなシステムへの対応は、場合に
よっては短期間で多大のマニュアル作業
を要する可能性がある。効率的・短期間
の改善対応にはテクノロジーを駆使する
必要がある。

トレーニング

プライバシー規制の枠組み（体制）を構

築しても、従業員の意識向上が図れなけ
れば、形骸化し真の目的は達成できな
い。結果、テクノロジーに多大な投資を
しても、不正・不適切な運用により多額
の罰金に結び付きかねない。研修により
従業員の徹底的な意識向上を図る必要が
ある。研修は2つのレベルがある。1つは
意識向上を目的とした全社レベル、もう1

つは顧客接点のある一線のスタッフに対
して担当業務・役割に合わせた、より具
体的な運用に関する研修である。

規制対応へのアプローチタイプ

データ保護、プライバシー規制強化の潮
流は変わらず規制の範囲を拡大し、同時
に、各地域・国の当局が異なる内容の規
制を制定するだろう。このような状況の
もと、金融機関がプライバシー規制に対
応するアプローチは、「戦術的：現在の
法規制だけに対応」から「戦略的：今後
の規制強化や各地域・国の規制を視野に
入れた態勢と幅がある。米国金融機関の
例では主に3種類のアプローチがある。

①規制対象のデータ主体のみを統制、②
規制に合わせ既存データプライバシーモ
デルを強化し統制、③より広い「消費者
権利」に基づく態勢による統制である。
いずれも長所・短所がある。金融機関
は、自らのリスクプロファイルや既存の
個人データ統制手法を考慮し、検討する
必要がある（図表3）。

おわりに

プライバシー規制は黎明期から成長期に
移行しつつあり、当面、金融機関にとっ
ての負荷が高い取組みとなる（特にグ
ローバルベースでビジネスを行う金融機
関の負荷は高い）。一方、別の見方をす
れば、単なる法規制遵守やデータセキュ
リティの枠を超え、リスク管理部門、シ
ステム部門、事業部門が一体となり全社
的にプロアクティブなアプローチをとる
ことにより、金融機関は顧客との信頼関
係を強固にすることが可能となるだろう。

自分に必要な保障額を過不足なく教えてくれる

半数の顧客がパーソナライズされた必要保障額を知る事を重視している

48%

47%

41%

39%

37%

中立で特定の商品を押し付けない

気軽に相談できる

しつこく営業されず、断りやすい

豊富な知識に基づく適切なアドバイス
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保険会社リデザインのためのキーワード

近年、生命保険会社において多額のデジ
タル投資が行われているが、このデジタ
ルのインパクトを「手段の進化」と捉え
てしまうと時局を読み間違えるかもしれ
ない。従来、金融機関は顧客との間に横
たわる情報格差を埋める事で成長を遂げ
てきた側面がある。しかしデジタルの浸
透により、その情報格差は著しく縮まっ
ている。実態を伴なわない表面的な顧客
本位の姿勢は不誠実な態度として看破さ
れる時代が到来しているとも言える。

保険会社は顧客本位の業務運営（フィ
デューシャリー・デューティー）、の徹
底や、顧客体験（CX）の向上を重要な
経営アジェンダとして定義し、想定する
ペルソナにおけるカスタマージャーニー
分析を推進しているが、顧客の顕在/潜
在の課題を解決するために抜本的にビジ
ネスを見直す事は大変、難しいチャレン
ジに違いない。

生命保険会社への印象

アクセンチュアが2019年に実施した顧
客意識調査（日本全国、20-69歳、性
別、世代は人口構成比に準じる）からは
顧客の本音を垣間見ることができる。

· 保険加入意向は極めて高い（90%）
が、その一方で保障内容を理解してい
る人は1割に満たない。また加入時に
比較検討もしていない（67%）

· 自分に最適な保障額・保険料を知りた
いという要望は全世代において高く、
現状に不満を感じている（現在加入の
保険が最適と思っていない）（48%）

· 新契約の手続き負担は一定の理解があ
る一方で、保全や支払手続きが煩雑で
ある事には我慢できない（32%）

· 引受・支払における査定手続きが長す
ぎると感じる（46%）

· 保全手続はSNSなどのチャットで完結
できないことに不満を感じる（40%）

· 健康維持をサポートする付帯サービス
への関心は若年層ほど高く20代では
49%にのぼる

巷で言われる程に「保険」離れは数字上
は進んでいないと言える。しかし保険
「会社」に対する思入れは総じて弱く、
選好理由の最上位が「最初に接した営
業」であり、重視する事の第一位は「誠
実さ」と「客観的なアドバイス」であった。

生命保険会社の常識を再考する

真に顧客に選ばれるためには、保険会社
の損得を離れ、顧客のリスクを公正に診
断する立場として信頼を勝ち得る事が重
要である。

～劣後する保全改革～

保険会社の動向を見るに、「新契約」の
デジタル化により、申込時のストレスが
圧倒的に緩和されている一方で、保険金
支払や保全においては投資が相対的に少
なく顧客にストレスを強いている。これ
は前述のアンケート結果と真逆の結果で
ある。既契約者向けのインターネット
サービスにおいてもほぼすべての保険会
社がマイページを提供しているものの利
用率が10%を超えている例は皆無に近く
顧客が利用したい仕組みには程遠いのが
実態である。

～告知と謝絶～

告知と謝絶という保険会社の新契約にお
ける常識も疑ってみる時節かもしれな
い。健康状態を診断書により把握すると
いう顧客の心理障壁を回避するために発
明された技術が「告知」と言えるが、昨
今のテクノロジーにより、顧客に負担を

強いることなく引受に必要な健康状態を
把握する方法は多数生まれている。一人
ひとりの健康におけるリスクを査定する
ための障壁は過去に比べて遥かに低い。
また謝絶という常識もすでに陳腐化して
はいないか。量産品としての「保険商
品」の枠に閉じることなく、顧客一人ひ
とりのリスクを査定し、どうすれば引受
できるかを提案する姿勢こそが顧客本位
ではないだろうか。部位不担保の提案
や、たとえ高額な保険料であっても引受
ける選択肢を提案し、謝絶ゼロを目指す
ことは不可能だろうか。

～恣意性の高い保険営業～

最後にアンケートで最も声が大きかった
営業への不信感払拭の解決策を考えた
い。新契約における手数料がインセン
ティブになっている以上、過剰な保障を
営業する行為を適正化することは困難と
思える。同じ保険会社内でも営業職員に
よって提案するプランが異なるという事

がそもそも異常である。リスクの見極め
が属人化しているという事であり、手数
料ありきの営業が行われているという事
である。保険会社のマネジメントが顧客
ではなく営業職員や代理店の方を向いて
しまっている実態も窺える。営業チャネ
ルを維持する必要性も理解はできるもの
の、そのために顧客提供価値を損なうの
は本末転倒である。

未来の生命保険会社の姿

生命保険会社の既得利益から離れ、顧客
の課題を解決する事にフォーカスできる
保険会社があるとすると、それはどんな
特徴を有しているだろうか。

① リスク診断のサブスクリプション化

不確実性が高く、多様なライフスタイル
が選択される世の中にあって、伝統的か
つ画一的な家族イメージに基づいたライ
フプランデザインは時代遅れであり、
30年先のライププランシミュレーショ

ンは全く納得感がない。年に一度の保障
見直しではなく、リスク査定と必要保障
額の計算は日々の生活の中でリアルタイ
ムに実施される。リスク診断と保険営業
をアンバンドル化し、リスク診断を行う
チームはコンタクトセンター同様、固定
給化する事で恣意性を排除する。継続的
にリスクをモニターし続けるコンサル
ティングサービスこそが収益の柱であ
り、保険そのものは特約的な位置づけに
主従交替するかもしれない。

② 取扱リスクの拡充

一般消費者が抱える不安を少しでも軽減
する事が保険会社の使命であるなら、日
本人の最大の不安は老後資金形成にあ
る。健康への不安も徐々に低下してきて
いるが、どれだけ医療技術が進展しても
不安がゼロになる事はない。さらに、健
康でお金の不安が無ければ人は幸せを感
じるかと問われると「孤独」という深刻
な課題に向き合う必要がある。これら、

資金×健康×つながりという3大リスクに
対して、保険会社はトータルでリスク管
理する事ができれば、超高齢社会である
日本に大きな貢献ができるのではないか。

③ 個人のリスク診断を担うAI提供

日々の生活の中で刻々と変わるバイタル
データや消費行動に基づいて、自分だけ
に最適化したアドバイスを提供する仕組
みがAIによって実現できるかもしれな
い。リスクや不安にかかる情報はそのほ
とんどが機微情報であり、他者に開示す
る事に気恥ずかしさを感じるであろう事
は想像に難くない。一方でGAFAに代表
されるプラットフォーマーの利用する消
費者は多大なプライバシーを無自覚に提
供しており、その情報の粒度や具体性は
増すばかりである。睡眠時間や食事の
質、職場でのストレスやリラックスでき
る家族や友人との時間、薬の服用と運動
負荷などを元に、個人が抱える様々なリ

スクを診断し、リスク発現前の予防や回
避のアドバイスを国民1人1台のAIアシス
タントが担う時代が到来するのはそう遠
くない未来かもしれない。事実、中国や
アメリカでは、スマートファーストから
ボイスファースト（スマートフォンより
もスマートスピーカーを使用する）とい
うトレンドが顕著であり、個人で使用す
るAIはすでにライフライン化している様
相である。

ビジネスモデルのリデザイン

もはや保険会社は保障を売る金融業では
なく、顧客のライフスタイルを守るサー
ビス業に変わる時が来ているように思え
る。顧客の欲望が多様化する中、保険会
社として新しく獲得すべきケイパビリ
ティは決して単純ではない。同業他社や
異業種とのサービス連携を通じて、顧客
に迅速に価値を提供し続ける事業体への
変革が迫られていると考える。

押し寄せる規制強化の波

グローバルベースでデータ保護・プライ
バシー規制強化の動きが強くなってい
る。ポイントは、顧客個人に対して自身
のデータに対するアクセス権を強化して
いることにある。ビジネス上のデータ利
活用の発展につれ個人データの価値が大
きく増加したことに伴い、個人データの
適切な利用確保のため、「個人に対して
データの利用状況を知る権利や利活用の
判断できる権利を確保」する枠組みが必
要となったのである。

幅・深度・スピードが異なる規制

各地域・国当局のデータ保護・プライバ
シー規制は、内容や進捗にばらつきがみ
られる。日米欧等主要な地域での足元の
規制内容・状況は次の通り（図表1）。

欧州～制裁本格化とeプライシー規制の動き

GDPRは、データ保護・プライバシー規
制強化の先駆けであり、「忘れられる権

利（削除権）」「データポータビリティ
の権利」「プロファイリングを拒否する
権利」を規定している。足元では制裁が
本格化している。ブリティッシュエア
ウェイズ（約250億円）を含め、昨年以
降で約170件/約540億円の制裁が課され
た（2020年2月現在）。グーグルへの制
裁（約62億円）は情報漏洩ではなく不適
切な説明・同意取得プロセスが原因であ
り欧州当局の本気度がうかがえる。ま
た、クッキー情報の取り扱いを規定して
いるeプライバシー「指令」を「規則」
に格上げすることが検討されている。

米国～CCPAの施行

本年1月にCCPA(カルフォルニア消費者プ
ライバシー法)が施行された。一定要件に
該当する事業者に対して州民の情報の保
護を課している。州民に対して、「収集
データの運用方法の開示請求権」「具体
的な収集データを取得する権利」「収集
データ削除の要求の権利」「個人データ
の売却停止の権利」を認めている。

日本～個人情報保護法の改正

本年に個人情報保護法改正の法案審議の
予定である。主な内容は「個人データに
関 す る 個 人 の 権 利 」 、 「 事 業 者 の 責
務」、「データ利活用の施策」、「法の
域外適用、国際的制度の調和」等。特
に、個人データでは本人の関与する権利
が強化され、個人データの利用予定・消
去の請求、第三者移転の停止請求の緩和
や、電子データでの開示請求の拡大が図
られる方向である。また、クッキー情報
は法規制上の取り扱いの整理・明確化が
なされる見込みである。

その他の国々～GDPRへの追随等

インド、ブラジル、タイ等でGDPRをモ
デルにした規制を検討中。また、中国や
ロシア等の社会主義国ではデータローカ
ライゼーション（データサーバーの国内
設置）規制が課されている。

プライバシー規制対応のフレー
ムワーク

金融機関は、従来より、個人データの
「保護」の観点から、外部不正アクセス
等によるデータ流出を防止すべくシステ
ム対応を中心に取り組んでいる。プライ
バシー規制では、顧客が自身のデータへ
のアクセス権を保有するため、さらに管
理を発展させ全社包括的なフレームワー
クが必要となる。そのフレームワークの
基本的な要素は、①プライバシープログ
ラムガバナンス、②プライバシーデータ
の検知・分類、③顧客要求に沿ったプロ
セスデザイン、④テクノロジー、⑤ト
レーニングである（図表2）。

プライバシープログラムガバナンス

ガバナンス態勢のポイントは、a組織上
の管理体制、bルール、cモニタリング
となる。組織上の管理体制では、DPO

（データプロテクションオフィサー）や
CPO（チーフプライバシーオフィサー）

の責任者を設置し、リスク検知や組織横
断的な改善対応の権限を与える。ルール
では、全社レベルでの基本方針、手続・
手順まで一連の規定を明確に定める。モ
ニタリングでは、不適切な運用の有無を
定期的にモニタリングするとともに、発
生した問題に対する改善対応が計画通り
進捗しているかを確認する。既にGDPR

施行のための枠組みは整備済の金融機関
も多数あるが、あらためてプライバシー
規制の観点からのルールの見直し、その
ルール変更に基づくモニタリング内容の
変更が必要となる。

プライバシーデータの検知と分類

顧客のデータへのアクセス権に応えるた
めには、金融機関は個人データを適切に
分類、保存、検知できる状態にしなけれ
ばならない。現状、金融機関が預かる個
人データは、各種のデータベースに分散
され、必ずしも統合されていない。まず
は、法規制の対象となる個人データが、
どこに、どのような種類が、どのように

保存されているかを把握する必要があ
る。また、個人データには、文書等の非
定型データも多く含まれ、データ検知は
困難な状態にある。しかしながら、プラ
イバシー規制の対象がデータの種別は問
わない以上、非定型データも含めたデー
タに対する検知・分類のツールが必要と
なる。すべてのデータを検知・分類する
ことを可能とするデータプラットフォー
ムや検知ツールを一朝一夕に導入するこ
とは困難であり、リスクベースで優先順
位を付けた取組みとなるかもしれない
が、あくまでも対象はすべて個人データ
である。

顧客要求に沿ったプロセスデザイン

プライバシー規制では、個人に対して、
a個人データの利用方法の開示、b個人
データ利用可否の判断、c個人データの
削除の権利等を認めている。したがっ
て、個人データが関連する業務プロセス
は、データを取得する局面、取得する
データ等を明確にし、これらの個人の権

利が実現できるように設計されなければ
ならない。また、業務プロセスにはサー
ドパーティーが関与していることが多
い。サードパーティーのリスク管理・統
制、その成熟度は、金融機関の基準に合
致していないことがある。業務プロセス
の統制強化では各サードパーティーを含
めた取組みが必要となる。

テクノロジー

法規制対応の重要課題は、データ削除が
できない、個人データの匿名化ができな
い、その他当局要請をクリアできないシ
ステム等を特定し改善することである。
このようなシステムへの対応は、場合に
よっては短期間で多大のマニュアル作業
を要する可能性がある。効率的・短期間
の改善対応にはテクノロジーを駆使する
必要がある。

トレーニング

プライバシー規制の枠組み（体制）を構

築しても、従業員の意識向上が図れなけ
れば、形骸化し真の目的は達成できな
い。結果、テクノロジーに多大な投資を
しても、不正・不適切な運用により多額
の罰金に結び付きかねない。研修により
従業員の徹底的な意識向上を図る必要が
ある。研修は2つのレベルがある。1つは
意識向上を目的とした全社レベル、もう1

つは顧客接点のある一線のスタッフに対
して担当業務・役割に合わせた、より具
体的な運用に関する研修である。

規制対応へのアプローチタイプ

データ保護、プライバシー規制強化の潮
流は変わらず規制の範囲を拡大し、同時
に、各地域・国の当局が異なる内容の規
制を制定するだろう。このような状況の
もと、金融機関がプライバシー規制に対
応するアプローチは、「戦術的：現在の
法規制だけに対応」から「戦略的：今後
の規制強化や各地域・国の規制を視野に
入れた態勢と幅がある。米国金融機関の
例では主に3種類のアプローチがある。

①規制対象のデータ主体のみを統制、②
規制に合わせ既存データプライバシーモ
デルを強化し統制、③より広い「消費者
権利」に基づく態勢による統制である。
いずれも長所・短所がある。金融機関
は、自らのリスクプロファイルや既存の
個人データ統制手法を考慮し、検討する
必要がある（図表3）。

おわりに

プライバシー規制は黎明期から成長期に
移行しつつあり、当面、金融機関にとっ
ての負荷が高い取組みとなる（特にグ
ローバルベースでビジネスを行う金融機
関の負荷は高い）。一方、別の見方をす
れば、単なる法規制遵守やデータセキュ
リティの枠を超え、リスク管理部門、シ
ステム部門、事業部門が一体となり全社
的にプロアクティブなアプローチをとる
ことにより、金融機関は顧客との信頼関
係を強固にすることが可能となるだろう。

サブスクリプション

商品販売から
定期サービスへ

· 新契約偏重の報酬体
系からの脱却

· 生涯にわたるリスク
のコンサルティング

トータルリスク
マネジメント

健康×資金
×つながり

· リスクの自動測定

· 可視化のサービス化

· 客観的なベンチマーク

保険拡張

脱保険フォーマット

· 事前の予防と事後の
原状回復支援

· 経済的保障を超えた
現物サービス

· エコシステム化

AIアシスタント

パーソナルな
24時間サポート

· 個人情報の蓄積とAIの
育成

· 客観性とプライバシー
の確保

ダイレクト
医療ローン

請求レス

· 医療機関への実額直
接払

· 査定して支払うプロセ
スから、貸付して補
填するプロセスへ
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